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幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則ほか２件の決定について

（臨時代理） 

 

 

 幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例が令和４年１１月２９日本会

議において可決されたことに伴い、下記規則について、東京都板橋区教育委員会の権限委

任に関する規則第３条第１項の規定により教育長が臨時に代理処理したことを報告する。 

 

記 

 

 

１ 臨時代理により決定・公布した規則 

（１）幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

（２）幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

（３）幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

なお、（２）及び（３）は同じ規則の一部を改正する規則であるが、それぞれ令和４

年１２月１日、令和５年４月１日に施行するものである。 

 

２ 改正内容 

  別紙のとおり 

 

３ 提案理由 

  （１）は幼稚園教育職員の期末手当の支給日等の変更に伴い、関係規則を整備する必

要があるため。 

（２）及び（３）は勤勉手当の支給割合の変更に伴い、関係規則を整備する必要があ

るため。 



幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和４年１１月３０日 

                 東京都板橋区教育委員会 

東京都板橋区教育委員会規則第１４号 

  幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則（平成１２年３月２７日東京都板橋区教育委

員会規則第１２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第７号中「基準日が３月１日又は６月１日である場合にあっては基準日

以前３か月間、基準日が１２月１日である場合にあっては」及び「これらの期間を」を

削る。 

第１４条第１項第１号を削り、同項第２号を同項第１号とし、同項第３号を同項第２

号とする。 

別表第１中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 

欠勤等日数 割合 

２３日未満 １００分の１００ 

２３日以上３３日未満 １００分の９０ 

３３日以上４３日未満 １００分の８０ 

４３日以上５３日未満 １００分の７０ 

５３日以上６３日未満 １００分の６０ 

６３日以上８３日未満 １００分の５０ 

８３日以上１０３未満 １００分の３０ 

１０３日以上 １００分の１０ 

付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（令和５年６月に支給する期末手当に関する経過措置） 

２ 令和５年６月に支給する期末手当に関するこの規則による改正後の幼稚園教育職

員の期末手当に関する規則（以下「改正後の規則」という。）第２条第１項第７号の

規定の適用については、同号中「６か月」とあるのは、「３か月」とする。 

３ 令和５年６月に支給する期末手当に関する改正後の規則別表第１の規定の適用に

ついては、同表中「２３日」とあるのは「１２日」と、「３３日」とあるのは「１７

日」と、「４３日」とあるのは「２２日」と、「５３日」とあるのは「２７日」と、「６

３日」とあるのは「３２日」と、「８３日」とあるのは「４２日」と、「１０３日」と

あるのは「５２日」とする。 
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幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改 正 案 現   行 

第１条 略 

（支給対象外職員） 

第２条 条例第２７条第１項前段の教育委員会規則で定める職員（条例第

２８条各号のいずれかに該当する者を除く。）は、次に掲げる者とする。 

（第１号から第６号まで省略） 

（７） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項の規定により育児休業

をしている職員（以下「育児休業中の職員」という。）のうち、基準日

以前６箇月間（以下「支給期間」という。）において勤務した期間があ

る職員以外の職員 

 

 

 

第３条～第１３条 略 

 

（支給日） 

第１４条 期末手当の支給日は、次に定めるところによる。ただし、その

日が日曜日又は土曜日であるときは、その日前のその日に最も近い日曜

日又は土曜日でない日とする。 

 

（１） ６月に支給する期末手当にあっては６月３０日 

（２） １２月に支給する期末手当にあっては１２月１０日 

 

第１４条第２項～第１５条 略 

 

 

 

 

第１条 略 

（支給対象外職員） 

第２条 条例第２７条第１項前段の教育委員会規則で定める職員（条例第

２８条各号のいずれかに該当する者を除く。）は、次に掲げる者とする。 

（第１号から第６号まで省略） 

（７） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項の規定により育児休業

をしている職員（以下「育児休業中の職員」という。）のうち、基準日

が３月１日又は６月１日である場合にあっては基準日以前３箇月間、

基準日が１２月１日である場合にあっては基準日以前６箇月間（以下

これらの期間を「支給期間」という。）において勤務した期間がある職

員以外の職員 

 

第３条～第１３条 略 

 

（支給日） 

第１４条 期末手当の支給日は、次に定めるところによる。ただし、その

日が日曜日又は土曜日であるときは、その日前のその日に最も近い日曜

日又は土曜日でない日とする。 

（１） ３月に支給する期末手当にあっては３月１５日 

（２） ６月に支給する期末手当にあっては６月３０日 

（３） １２月に支給する期末手当にあっては１２月１０日 

 

第１４条第２項～第１５条 略 
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別表第１（第４条関係） 

欠勤等日数 割合 

２３日未満 １００分の１００ 

２３日以上３３日未満 １００分の９０ 

３３日以上４３日未満 １００分の８０ 

４３日以上５３日未満 １００分の７０ 

５３日以上６３日未満 １００分の６０ 

６３日以上８３日未満 １００分の５０ 

８３日以上１０３未満 １００分の３０ 

１０３日以上 １００分の１０ 

 

 

 

備考 略 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（令和５年６月に支給する期末手当に関する経過措置） 

２ 令和５年６月に支給する期末手当に関するこの規則による改正後の幼

稚園教育職員の期末手当に関する規則（以下「改正後の規則」とい

う。）第２条第１項第７号の規定の適用については、同号中「６箇月」

とあるのは、「３箇月」とする。 

３ 令和５年６月に支給する期末手当に関する改正後の規則別表第１の規

定の適用については、同表中「２３日」とあるのは「１２日」と、「３３

日」とあるのは「１７日」と、「４３日」とあるのは「２２日」と、「５

３日」とあるのは「２７日」と、「６３日」とあるのは「３２日」と、「８

３日」とあるのは「４２日」と、「１０３日」とあるのは「５２日」とす

る。 

別表第１（第４条関係） 

欠勤等日数 

割合 基準日が３月１日又は 

６月１日である場合 

基準日が１２月１日で

ある場合 

１２日未満 ２３日未満 
１００分の１０

０ 

１２日以上１７日未満 ２３日以上３３日未満 １００分の９０ 

１７日以上２２日未満 ３３日以上４３日未満 １００分の８０ 

２２日以上２７日未満 ４３日以上５３日未満 １００分の７０ 

２７日以上３２日未満 ５３日以上６３日未満 １００分の６０ 

３２日以上４２日未満 ６３日以上８３日未満 １００分の５０ 

４２日以上５２日未満 
８３日以上１０３日未

満 
１００分の３０ 

５２日以上 １０３日以上 １００分の１０ 

備考 略 

 



幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和４年１１月３０日 

                 東京都板橋区教育委員会 

東京都板橋区教育委員会規則第１５号 

  幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則（平成１２年３月２７日東京都板橋区教育委

員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項第１号中「１００分の１０２．５」を「１００分の１１２．５」に、「１

００分の１２２．５」を「１００分の１３２．５」に改め、同項第２号中「１００分の

５０」を「１００分の５５」に、「１００分の６０」を「１００分の６５」に改める。 

付 則 

  この規則は、令和４年１２月１日から施行する。 
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幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改 正 案 現   行 

第１条～第３条 略 

（支給割合） 

第４条 条例第３０条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間におけ

るその者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同表下欄に定

める割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗じて得た割合と

する。 

（１） 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員 １００分の１１２．５（条例第１０条の規

定に基づき管理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の１３

２．５） 

（２） 再任用職員 １００分の５５（条例第１０条の規定に基づき管

理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の６５） 

２～３ 略 

以下略 

 

附 則 

この規則は、令和４年１２月１日から施行する。 

第１条～第３条 略 

（支給割合） 

第４条 条例第３０条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間におけ

るその者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同表下欄に定

める割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗じて得た割合と

する。 

（１） 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員 １００分の１０２．５（条例第１０条の規

定に基づき管理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の１２

２．５） 

（２） 再任用職員 １００分の５０（条例第１０条の規定に基づき管

理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の６０） 

２～３ 略 

以下略 

 



幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和４年１１月３０日 

                 東京都板橋区教育委員会 

東京都板橋区教育委員会規則第１６号 

  幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則（平成１２年３月２７日東京都板橋区教育委

員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項第１号中「１００分の１１２．５」を「１００分の１０７．５」に、「１

００分の１３２．５」を「１００分の１２７．５」に改め、同項第２号中「１００分の

５５」を「１００分の５２．５」に、「１００分の６５」を「１００分の６２．５」に

改める。 

付 則 

  この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改 正 案 

現   行 

※「現行」は幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規

則(令和４年東京都板橋区教育委員会規則第１５号)による改正（令和４年

１２月１日施行）後のもの 

第１条～第３条 略 

（支給割合） 

第４条 条例第３０条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間におけ

るその者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同表下欄に定

める割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗じて得た割合と

する。 

（１） 法第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項又は法第２８条

の６第１項もしくは第２校の規定により採用された職員（以下「再任

用職員」という。）以外の職員 １００分の１０７．５（条例第１０条

の規定に基づき管理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の

１２７．５） 

（２） 再任用職員 １００分の５２．５（条例第１０条の規定に基づ

き管理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の６２．５） 

２～３ 略 

以下略 

 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

第１条～第３条 略 

（支給割合） 

第４条 条例第３０条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間におけ

るその者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同表下欄に定

める割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗じて得た割合と

する。 

（１） 法第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項又は法第２８条

の６第１項もしくは第２校の規定により採用された職員（以下「再任

用職員」という。）以外の職員 １００分の１１２．５（条例第１０条

の規定に基づき管理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の

１３２．５） 

（２） 再任用職員 １００分の５５（条例第１０条の規定に基づき管

理職手当の支給を受ける職員にあっては１００分の６５） 

２～３ 略 

以下略 

 

 



幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

改正概要 

 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の給与に関する条例を改正。特別区人事委員会勧告のとおり、令和５年度

以降の３月期の期末手当を廃止。それに伴い、３月期に関する規定を整理。 

第２条第７号 

支給対象外職員の規定。育児休業をしている職員に係る規定。３月１日が基準日ではなく

なるため、基準日（６月１日、１２月１日）以前の６箇月以前において勤務した期間がある

職員以外の職員が支給対象外の職員となるよう改正。 

第１４条第１号 

支給日の規定。３月期の期末手当が廃止となるため、第１号を削る。 

 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の給与に関する条例を改正。特別区人事委員会勧告のとおり、①令和４年

度の特別給の年間支給月数を 0.1 月引上げ、勤勉手当に割振る。②令和５年度以降の３月期

の期末手当を廃止。支給月数は６月期及び 12 月期に均等配分する。 

それに伴い、支給割合の変更に対応し規定を整理。 

 ①に関する改正については令和４年１２月１日施行。 

②に関する改正については令和５年４月１日施行。 

 

○（参考）管理職員以外の職員の支給月数 

 

 現行 改正後 
（R4.12.1施行） 

改正後 
（R5.4.1施行） 

 

期末手当 

６月期 1.05 月 1.05 月 1.2 月 

12月期 1.1 月 1.1 月 1.2 月 

３月期 0.25 月 0.25 月 － 

計 2.4 月 2.4 月 2.4 月 

 

勤勉手当 

６月期 1.025 月 1.025 月 1.075 月 

12月期 1.025 月 1.125 月 1.075 月 

計 2.05 月 2.15 月 2.15 月 

支給月数計 4.45 月 4.55 月 4.55 月 


